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１ 【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

平成19年６月21日に提出いたしました第73期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 有価証券報告書の

記載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するため有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２ 【訂正事項】 

第一部 企業情報 

 第４ 提出会社の状況 

  ３ 配当政策 

  ６ コーポレート・ガバナンスの状況 

  

３ 【訂正箇所】 

訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

  

第一部 【企業情報】 

第４ 【提出会社の状況】 

３ 【配当政策】 

（訂正前） 

当社は、企業価値の増大を経営課題としつつ、業績に対応した利益配分と長期的な視野に立った内部留保の充実

との調和を図りながら、総合的に株主利益の向上を図ることを基本的な方針といたしております。その上で、業績

に対応した配当をより意識し、連結ベースでの配当性向20％以上を目標としてまいりたいと考えております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期の期末配当金につきましては、上記および後出の連結・単独業績等を勘案し、前期末実績10円に比べ５円増

配の、１株につき15円といたしました。これにより、当期の年間配当金は、昨年12月の中間配当金１株につき９円

と合わせて、１株につき24円となります。この結果、年間では９円の増配となりました。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。 

  

  

（訂正後） 

当社は、企業価値の増大を経営課題としつつ、業績に対応した利益配分と長期的な視野に立った内部留保の充実

との調和を図りながら、総合的に株主利益の向上を図ることを基本的な方針といたしております。その上で、業績

に対応した配当をより意識し、連結ベースでの配当性向20％以上を目標としてまいりたいと考えております。 

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月１日 

取締役会決議 
216 9 

平成19年６月21日 

定時株主総会決議 
361 15 



間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。 

当期の期末配当金につきましては、上記および後出の連結・単独業績等を勘案し、前期末実績10円に比べ５円増

配の、１株につき15円といたしました。これにより、当期の年間配当金は、昨年12月の中間配当金１株につき９円

と合わせて、１株につき24円となります。この結果、年間では９円の増配となりました。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

決議年月日 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成18年11月１日 

取締役会決議 
216 9 

平成19年６月21日 

定時株主総会決議 
361 15 



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（訂正前） 

 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）＜略＞ 

  

（業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項） 

① 当社は、当面は従来からの監査役制度を採用することにしております。従って、経営上の基本方針・重要事項の決

定機能および代表取締役の業務執行の監督機能としては取締役会ならびに取締役の業務執行の監査機能としては監査

役会を経営体制の基本としております。 

当社では、取締役会のスリム化・活性化を図り、また 随時 取締役会メンバーが参集して 迅速な意思決定と業務運

営ができるように、以前は１３名（平成７年）おりました取締役を現在は７名に減員し、経営組織もコンパクト化し

ながら、取締役会の風通しをよくして、各取締役が平等な立場で重要事項など、充分な論議・審議が可能な体制にし

ました。平成18年２月には代表取締役や業務執行取締役（専務・常務）の執行機能の補佐強化、取締役候補者の登用

育成および取締役員数の抑制等に資するため、執行役員制度を導入して将来に備えております。 

また、代表取締役の業務執行の補佐・助言・決定機関（法律に基づかない任意機関）として、常務取締役以上の業

務執行取締役および相談役・常勤社外監査役等をメンバーに含める「常務会」（現在８名）を常設して、業務執行の

強化と透明性を図っております。更に意思決定の実行の迅速化と意思統一のため、各事業部門・本部の業務執行に係

る報告・検討・討議を行う機関として、社長以下、本部長（兼務取締役、執行役員を含む）を主体とする「経営会

議」（監査役全員出席）や「本部長会議」を開設しております。フォスターグループ全体としては、連結経営の推進

のために 年２回 各社経営責任者をメンバーとした「国内外グループ会社会議」や営業・技術・製造に係わるグロー

バル戦略会議等を開催して、グループの連携強化と方向性確認を期しております。 

更に 平成17年10月より取締役会の下に「指名諮問委員会」および「報酬諮問委員会」を設置し、役員（取締役およ

び監査役）等の選任・人選および処遇等に関する公正さと透明性を高めるべく努めております。 

なお、当社の取締役は12名以内とする旨を定款で定めております。 

また、当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行す

ることを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株

式を取得することができる旨を定款で定めております。 

  

  



（訂正後） 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）＜略＞ 

  

（業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項） 

① 当社は、当面は従来からの監査役制度を採用することにしております。従って、経営上の基本方針・重要事項の決

定機能および代表取締役の業務執行の監督機能としては取締役会ならびに取締役の業務執行の監査機能としては監査

役会を経営体制の基本としております。 

当社では、取締役会のスリム化・活性化を図り、また 随時 取締役会メンバーが参集して 迅速な意思決定と業務運

営ができるように、以前は１３名（平成７年）おりました取締役を現在は７名に減員し、経営組織もコンパクト化し

ながら、取締役会の風通しをよくして、各取締役が平等な立場で重要事項など、充分な論議・審議が可能な体制にし

ました。平成18年２月には代表取締役や業務執行取締役（専務・常務）の執行機能の補佐強化、取締役候補者の登用

育成および取締役員数の抑制等に資するため、執行役員制度を導入して将来に備えております。 

また、代表取締役の業務執行の補佐・助言・決定機関（法律に基づかない任意機関）として、常務取締役以上の業

務執行取締役および相談役・常勤社外監査役等をメンバーに含める「常務会」（現在８名）を常設して、業務執行の

強化と透明性を図っております。更に意思決定の実行の迅速化と意思統一のため、各事業部門・本部の業務執行に係

る報告・検討・討議を行う機関として、社長以下、本部長（兼務取締役、執行役員を含む）を主体とする「経営会

議」（監査役全員出席）や「本部長会議」を開設しております。フォスターグループ全体としては、連結経営の推進

のために 年２回 各社経営責任者をメンバーとした「国内外グループ会社会議」や営業・技術・製造に係わるグロー

バル戦略会議等を開催して、グループの連携強化と方向性確認を期しております。 

更に 平成17年10月より取締役会の下に「指名諮問委員会」および「報酬諮問委員会」を設置し、役員（取締役およ

び監査役）等の選任・人選および処遇等に関する公正さと透明性を高めるべく努めております。 

なお、取締役の定数等に関し、以下のとおり定款に定めております。 

・当社の取締役は12名以内とする。 

・取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席

し、その議決権の過半数をもって行う。また、取締役の選任決議は累積投票によらない。 

また、当社は、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行することを可能とするため、会

社法第165条第２項の規定に基づき取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨及

び会社法第454条第５項に定める剰余金の配当 (中間配当) を取締役会決議により行うことができる旨を定款で定めて

おります。 

さらに、当社は、株主総会を円滑に運営するため、会社法第309条第２項の定めによる株主総会の決議は、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う

旨を定款で定めております。 
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